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公民連携実証プロジェクト推進事業の 

採択事業者を決定しました 
 

堺市では、令和 8 年 5 月 15 日付け報道提供資料でお知らせしたとおり、公民連携実証プロジェクトの実施に対

する民間事業者からの提案を募集し、このたび採択事業者を決定しました。 

今後各事業者と協定書及び覚書を締結し、令和 8 年 10 月頃から実証プロジェクトを実施します。 

 

1 事業概要 

行政だけでは解決できない幅広く複層的な行政課題の解決に向け、民間事業者からの提案を募集しました。 

採択事業者に対し、堺市が実証プロジェクトの費用の一部を負担し、行政課題の解決をめざします。 

 

2 応募申請件数及び選定件数 

応募申請件数：31 件（事前相談件数：51 件） 

選定件数：5 件 

 

3 採択事業者 

○茶の湯文化の推進 

事業者名 SB イノベンチャー株式会社 

所在地 東京都港区海岸 1-7-1  

代表者 代表取締役 源田 泰之 氏 

提案概要 

・AI により画像から動画を自動作成できる新たな SNS「New Travel」に「茶の湯が息づく堺」 

の動画ガイドブックを構築し、茶商、和菓子店、体験施設、歴史スポット等を動画で発信。 

事業者向け勉強会や動画制作支援により、市民、事業者による投稿を促進。 

・現地に設置した二次元コードからの動画解説やデジタルスタンプラリー、動画投稿キャンペーン 

を実施し、若者や市外来訪者等と茶の湯文化への接触機会を創出。 

・動画視聴数や回遊ルート等のデータを収集、分析し、次年度展開への活用に加え、堺の茶 

の湯文化に関する継続的な情報基盤を構築。 

 

 

 

 

 



 

○AI を活用した火災調査業務の効率化 

事業者名 株式会社 VOLTMIND 

所在地 大阪市中央区安土町 3-5-13 WeWork 本町ミッドキューブ 12F 

代表者 代表取締役 北森 聖士 氏 

提案概要 

・VOLTMIND 社のサーバー環境を活用した AI システムにより、文書作成や事例検索等の業 

務を支援。 

・調査情報の蓄積、活用を通じて、職員の AI 活用促進と業務プロセスを改善。 

・火災調査にとどまらず、消防 DX の基盤としての活用可能性を検証。 

 

○南区ブランド戦略の推進 

事業者名 株式会社 Manufac 

所在地 東京都千代田区神田猿楽町 2-8-11 VORT 水道橋Ⅲ9F 

代表者 代表取締役 増井 杏奈 氏 

提案概要 

・他都市でも活用事例のある位置情報連動型 UGC プラットフォーム「LocPic」を活用し、市民 

や来訪者が南区の魅力を投稿、共有できる仕組みを構築。 

・区内のスポットに二次元コードを設置し、利用者が地域の風景やイベント、農産物、店舗等の 

魅力を投稿すると、位置情報と連動して地図上に蓄積。 

・投稿データは SNS とも連携し、南区外への情報発信を促進することで地域資源への愛着醸 

成や関係人口創出につなげる。また、投稿内容や閲覧状況を分析し、地域ブランド形成や今 

後の施策立案に活用。 

 

○堺旧港の魅力創出 

事業者名 株式会社タカショーデジテック 

所在地 和歌山県海南市南赤坂 20-1 

代表者 代表取締役 古澤 良祐 氏 

提案概要 

・堺駅から堺旧港までの動線上において、統一されたデザインルールに基づく誘導サイン整備を 

実施し、来訪者の回遊を促進。 

・これまでの実証結果から明らかとなった「案内不足」や「統一的なデザインの欠如」等の課題に 

対応するため、サイン計画や表示ルール、多言語表記、ピクトグラム、照明仕様等を含むデザ 

インレギュレーションを策定。 

・併せて堺駅から堺旧港までの動線上に試験的な観光サインを設置し、来訪者の行動変容や 

認知拡大効果を検証。将来的には堺旧港エリア全体へ展開し、「歴史とリゾートが融合した 

今を体感できる場所」としてブランドを形成。 

 

 



 

○生活習慣改善による健康寿命の延伸 

事業者名 株式会社オーケーウェブ 

所在地 東京都港区芝 4-4-5 三田 KM ビル 5F 

代表者 代表取締役社長 杉浦 元 氏 

提案概要 

・Q&A コミュニティサイト「OKWAVE」上に、市民同士が交流、共創できるオンラインコミュニティ 

を開設し、行政からの情報が届きにくい層への健康施策の浸透と行動変容を促進。 

・減塩や健康増進をテーマとしたコミュニティを構築し、市民、事業者、行政による継続的な情 

報発信、交流環境の整備。 

・コミュニティマネージャーの育成と自走可能な運営体制の構築により、健康関連イベントや既存 

広報媒体と連携した参加機会の拡大。 

・コミュニティ内の行動履歴やアンケート結果を活用し、健康意識の向上や行動変容の効果を 

検証。 

 

 

 

問
い
合
わ
せ
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担 当 課：政策局 政策企画部 共創連携課 

電 話：072-228-0289 

フ ァ ッ ク ス：072-222-9694 

 

さかい・コネクテッド・デスク 


